
証券コード：4658
平成26年６月９日

株 主 各 位
名古屋市名東区照が丘239番２

代 表 取 締 役 社 長 橋本東海男
　

第51回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第51回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、開催日前日の営業時間終了時とな
る平成26年６月24日（火曜日）午後５時45分までに到着するようご返送いただきたく
お願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 平成26年６月25日（水曜日）午前10時（午前９時受付開始）
2. 場 所 名古屋市中区栄１丁目３番３号

ヒルトン名古屋 ５階 金扇の間
(末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください）

3. 会議の目的事項
報 告 事 項 1. 第51期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第51期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
　第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役６名選任の件
第４号議案 役員賞与の支給の件

以上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付に、ご提出
くださいますようお願い申しあげます。

◎ 株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、
インターネット上の当社ウエブサイト(http://www.nikku.co.jp)に掲載させてい
ただきます。

◎ 当日は軽装（クールビズ）にて対応させていただきますので、ご了承くださいま
すようお願い申しあげます。

◎ 株主総会終了後、１時間の予定で株主の皆様と当社役員との懇談の場を設けたい
と存じますので、併せてご出席くださいますようお願い申しあげます。
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（添付書類）

事 業 報 告

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府主導による金融・経済政策により、

緩やかな回復基調となりましたが、一方で、欧州景気の動向や新興国不安に加え、

消費増税後の景気減速懸念等による先行き不透明な状況が続いています。設備投

資は、企業収益の回復を受けて持ち直していますが、慎重な姿勢は崩しておりま

せん。ビルメンテナンス業界においては、省エネや省コストに関心をしめしつつ

も、引き続き施設の維持管理コストの見直し意識が強く厳しい環境が続いており

ます。

　このような経営環境の中、当社グループにおいては、サービスを提供する現場

でのお客様との接点を最重要視し、当社のノウハウを活かした設備診断、ソリュ

ーション提案、省エネや省コスト提案を通じてお客様の潜在的ニーズの掘り起こ

しに努め、新規物件の獲得や既存契約の維持に取り組んでまいりました。

　その結果、大型病院の施設常駐管理現場の増加や子会社を中心とした太陽光発

電設備設置工事等が好調に推移したことにより、当連結会計年度の売上高は398億

68百万円（前連結会計年度比 12.1％増）となりました。種類別の内訳は、建物設

備メンテナンスは280億73百万円（同 5.1％増）、建物設備工事は117億94百万円

（同 33.2％増)となりました。利益面につきましても、不採算現場の利益改善努力

を行ったこと等により、営業利益は18億69百万円（同 41.9％増）、経常利益は19

億26百万円（同 37.2％増）、当期純利益は11億円（同 54.6％増）となりました。
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　(2) 設備投資等の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は

６億83百万円であります。なお、設備投資等の主なものは、次の通りであります。

　 ① 当連結会計年度中に完成または取得した主要設備等

・当社

ドーズコレクターシステム 38百万円

・子会社

　 株式会社日本空調北陸 太陽光発電システム ４億27百万円

　 株式会社日本空調岐阜 本社土地・建物 78百万円

　 ② 当連結会計年度末現在において継続中の主要設備の新設、拡充

・当社

基幹システムの更新

・子会社

　 特記事項はありません。

　 ③ 重要な固定資産の売却、撤去、滅失

生産能力に重要な影響を及ぼす固定資産の売却、撤去または滅失等の特記

事項はありません。

　(3) 資金調達の状況

　当連結会計年度中に重要な資金調達はありません。なお、設備投資等の資金は、

主として自己資金、借入金をもって充当しました。
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　(4) 対処すべき課題

　建物設備のメンテナンスサービスを中核事業とする当社グループを取り巻く環

境におきましては、政府主導による金融・経済政策による景気の回復の兆しがあ

るものの、欧州の動向や新興国不安に加え、消費増税後の景気減速懸念等もあり、

依然として先行き不透明な状況が続いており、民間企業、官庁ともに施設の維持

管理コストの削減や見直し意識が高く、今後も厳しい経営環境が続くものと推測

しております。

そのような経営環境におきましてもお客様の環境や省エネ・省コストへの関心

は高い状況が継続しております。当社グループでは、お客様との接点を最重要視

し、顧客の潜在的ニーズに対し営業力と技術力を結集した設備診断、ソリューシ

ョン提案、省エネ・省コスト提案を通じてメンテナンス及びリニューアル工事の

拡大を図ってまいります。また、当社グループは、2013年度を初年度とする中期5

ヵ年経営計画を策定しております。この計画は、当社グループが永続的な成長を

実現するための経営戦略、数値目標を明確に示した将来展望と位置付けており、

特に次の点を中期的な課題と捉え、注力してまいります。

① 当社グループは今後も高い技術が必要とされる特殊施設、特殊空間等に対

して高品質サービスを提供してまいります。そのために、更なる技術力向

上に向けて経営資源を集中させ、既存のお客様に満足していただくととも

に、新たなお客様の獲得につなげてまいります。

② 当社グループは日本全国に拠点を展開しており、そのネットワークを最大

限活用することで迅速かつ高いレベルでお客様のニーズに合わせたサービ

スを提供し続けてまいります。また、各エリアでの連携を強化し、コスト

の効率化を進めるとともに、環境創生企業として、人と環境の調和を常に

考え、最適な環境を創造することで社会に貢献してまいります。

③ 当社グループのガバナンスをより強化することにより、企業価値を高め、

株主の皆様への利益還元と従業員の待遇の更なる充実を目指してまいりま

す。

　このような取り組みを着実に推進し、初年度は当初計画を上回る業績を残すこ

とができました。今後もこの計画を継続することにより、業界におけるポジショ

ンを一層高め、「建物設備メンテナンス業界のリーダー」として、当社グループ独

自のビジネスパターンの構築を目指しております。

　当社グループが永続的な成長を実現するためには、中核事業である建物設備メ

ンテナンス部門を安定的に拡大し、より強固な経営基盤を構築していくことが必

要と考えております。今後も成長が期待できる医療関連業界等を含め特殊施設の

更なるシェアアップを目指してまいります。そのうえで、お客様から“日本空調

に仕事を任せて本当に良かった、これからも頼むよ”とのご評価を得て、契約の

更新・拡大を図るとともに、毎年着実に新規のお客様を獲得できるよう、お客様

の事業価値の向上に貢献する高い技術力とサービス力を「日本空調ブランド」と

位置付け、提供するサービスの質の絶え間ない向上を掲げ、競争力を高めてまい

ります。
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また、リスク管理委員会・コンプライアンス委員会等により、内部統制、管理

体制の強化に取り組み、コンプライアンスの充実を図っているところであります

が、平成26年4月に子会社である日本空調システム株式会社が名古屋市より受けた

指名停止措置につきましては、当社グループの問題として事態を真摯に受け止め、

原因究明と再発防止策の策定を行い、法令遵守の一層の徹底に取り組み、早期の

信頼回復に最善を尽くしてまいります。

　(5) 財産及び損益の状況の推移
　

区 分
第48期

(平成23年３月期)
第49期

(平成24年３月期)
第50期

(平成25年３月期)

第51期
(当連結会計年度)
(平成26年３月期)

売 上 高(百万円) 31,446 35,156 35,574 39,868

経 常 利 益(百万円) 1,209 1,611 1,404 1,926

当期純利益(百万円) 438 712 711 1,100

１株当たり当期純利益(円) 25.46 41.30 41.29 63.84

総 資 産(百万円) 21,469 23,720 24,514 26,925

純 資 産(百万円) 10,943 11,377 12,106 12,873
　

(注) 1.１株当たり当期純利益は、当期純利益を期中平均発行済株式数で除して算出しております。
2.当社は平成26年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。そのた
め第48期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益金額を算定し
ております。
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　(6) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社との関係

　該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名
資本金

(百万円)
当社の出資
比 率 (%)

主 要 な 事 業 内 容

日本空調システム株式会社 90 51.1
建物設備の維持管理業務
及びリニューアル工事業務

株 式 会 社 日 本 空 調 三 重 45 100.0
建物設備の維持管理業務
及びリニューアル工事業務

株 式 会 社 日 本 空 調 岐 阜 34 50.5
建物設備の維持管理業務
及びリニューアル工事業務

株 式 会 社 日 本 空 調 北 陸 30 51.0
建物設備の維持管理業務
及びリニューアル工事業務

株 式 会 社 日 本 空 調 東 北 65 100.0
建物設備の維持管理業務
及びリニューアル工事業務

株 式 会 社 日 本 空 調 東 海 30 51.0
建物設備の維持管理業務
及びリニューアル工事業務

西 日 本 空 調 管 理 株 式 会 社 10 100.0
建物設備の維持管理業務
及びリニューアル工事業務

東 日 本 空 調 管 理 株 式 会 社 10 54.0 建物設備の維持管理業務

日空ビジネスサービス株式会社 30 100.0
建物設備等の維持管理業務の技
術者派遣

イーテック・ジャパン株式会社 10 100.0
建物設備の維持管理業務
及びリニューアル工事業務

蘇州日空山陽機電技術有限公司
400

（千米ドル）
80.6

中国国内における精密機械設備のメンテナンス
及びリニューアル工事業務

上海日空山陽国際貿易有限公司
51

（万人民元）
間接保有

80.6
中国国内における機器販売・据
付及びそれらに係る修繕業務

(注) 1. 子会社12社は、すべて連結子会社であります。
2. 上海日空山陽国際貿易有限公司は、蘇州日空山陽機電技術有限公司の完全子会社でありま

す。
3. 株式会社日本空調三重は、当期中に少数株主より29,400株を取得し当社の完全子会社とな

りました。
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　(7) 主要な事業内容

種類 主要な内容

建物設備メンテナンス
空調設備をはじめとする建物設備（空調・電気・消
防・給排水・衛生設備等）のメンテナンスを主とした
サービス

建物設備工事
空調設備をはじめとする建物設備（空調・電気・消
防・給排水・衛生設備等）のリニューアル工事及び新
築工事

(注) 当社グループは単一セグメントでありますので、セグメントごとの記載に代えて、種類別での
記載をしております。

　(8) 主要な事業所

① 当社の本社 名古屋市名東区照が丘239番２

　 ② 当社の支店等

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

北 海 道 支 店 札 幌 市 東 区 大 阪 支 店 大 阪 府 箕 面 市

筑 波 支 店 茨 城 県 つ く ば 市 中 国 支 店 広 島 市 西 区

東 京 支 店 東 京 都 江 東 区 九 州 支 店 福 岡 市 博 多 区

関 東 支 店 東 京 都 八 王 子 市 Ｆ Ｍ 管 理 部 東 京 都 江 東 区

横 浜 支 店 横 浜 市 神 奈 川 区 大 型 冷 熱 事 業 部 東 京 都 江 東 区

名 古 屋 支 店 名 古 屋 市 名 東 区

　 ③ 子会社

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

日本空調システム株式会社 名 古 屋 市 東 区 西日本空調管理株式会社 大 阪 府 吹 田 市

株式会社日本空調三重 三 重 県 津 市 東日本空調管理株式会社 東 京 都 江 東 区

株式会社日本空調岐阜 岐 阜 県 岐 阜 市 日空ビジネスサービス株式会社 名 古 屋 市 名 東 区

株式会社日本空調北陸 富 山 県 富 山 市 イーテック・ジャパン株式会社 東 京 都 江 東 区

株式会社日本空調東北 仙 台 市 太 白 区 蘇州日空山陽機電技術有限公司 中 国 江 蘇 省

株式会社日本空調東海 浜 松 市 東 区 上海日空山陽国際貿易有限公司 中 国 上 海 市
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　(9) 従業員の状況

従業員数 前期末比増減数

1,635名 +32名

(注) 1. 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当
社グループへの出向者を含む就業人員であります。

2. 従業員数には臨時従業員（契約社員及びパートタイマー) 1,022名は含まれておりません。
　
(10) 主要な借入先

借 入 先 借 入 額（百万円）

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 618

株 式 会 社 福 井 銀 行 414

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 265

株 式 会 社 愛 知 銀 行 235

株 式 会 社 富 山 第 一 銀 行 165

　
2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 36,000,000株

(2) 発行済株式総数 9,946,000株

(3) 株主数 4,013名

(4) 大株主

株 主 名 持株数（千株） 持株比率(％)

日 本 空 調 サ ー ビ ス 従 業 員 持 株 会 810 9.4

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 410 4.8

株 式 会 社 愛 知 銀 行 334 3.9

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 309 3.6

大 橋 一 夫 298 3.5

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 282 3.3

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 226 2.6

岐 阜 信 用 金 庫 200 2.3

林 和 子 198 2.3

林 伸 健 164 1.9

(注) 当社は、自己株式（1,326千株）を保有しておりますが、上記大株主から除いております。ま
た、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　
　(5) その他株式に関する重要な事項

　平成26年２月14日開催の取締役会において、平成26年４月１日付で１株につき
２株の割合をもって株式分割を行うことを決議いたしました。これにより、発行
済株式の総数は9,946,000株増加して19,892,000株になっております。
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3. 会社の新株予約権等に関する事項

　(1) 当事業年度末に当社役員が保有している新株予約権等の状況

第 １ 回 新 株 予 約 権 第 ２ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 平成24年７月31日 平成25年８月14日

区 分 取締役（社外取締役を除く） 取締役（社外取締役を除く）

保 有 者 数 ４名 ４名

目 的 と な る 株 式 の 数 31,700株(注１） 25,300株（注１）

目 的 と な る 株 式 の 種 類 普通株式 普通株式

権利行使時１株当たりの行使価額 １円 １円

権 利 行 使 期 間
平成24年８月18日から
平成54年８月17日まで

平成25年９月４日から
平成55年９月３日まで

新 株 予 約 権 の 行 使 条 件 （注２） （注２）

(注) 1. 平成26年４月１日付で普通株式１株を２株に分割しておりますが、上記株式数については、
当該株式分割による調整を行なっておりません。

2. 新株予約権の行使条件
(1)新株予約権者は、当社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日

以降、新株予約権を行使することができる。
(2)上記(1)は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。
(3)新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。

　
(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の

状況
平成25年8月14日開催の取締役会決議による新株予約権

① 新株予約権の払込金額
　１個につき67,600円

② 新株予約権の行使価額
　１株につき１円

③ 新株予約権の行使条件
(1)新株予約権者は、当社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも

喪失した日の翌日以降、新株予約権を行使することができる。
(2)上記(1)は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。
(3)新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使するこ

とができない。
④ 新株予約権の行使期間

　平成25年９月４日から平成55年９月３日まで
⑤ 当社使用人等への交付状況

新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 交付者数

執行役員 220個 普通株式 22,000株 ６人

(注) 平成26年４月１日付で普通株式１株を２株に分割しておりますが、上記株式数については、当
該株式分割による調整を行なっておりません。
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4. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の氏名等

氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況

橋 本 東海男 代 表 取 締 役 社 長 蘇州日空山陽機電技術有限公司董事長

友 利 浩 樹
取 締 役 中 日 本 本 部 長
兼 名 古 屋 支 店 長

杉 山 文 廣
取 締 役 技 術 本 部 長
兼 品 質 管 理 部 長

松 原 武 取 締 役 相 談 役

景 山 龍 夫 取 締 役 誠栄監査法人代表社員

森 田 尚 男 取 締 役 朝涼法律事務所代表

荒 川 達 夫 常 勤 監 査 役

森 部 誠 常 勤 監 査 役

佐 伯 典 久 常 勤 監 査 役

竹 内 俊 行 監 査 役

(注) 1. 取締役景山龍夫氏及び森田尚男氏は、社外取締役であります。
2. 監査役佐伯典久氏及び竹内俊行氏は、社外監査役であります。
3. 当社は、取締役景山龍夫氏及び森田尚男氏、監査役佐伯典久氏及び竹内俊行氏を東京証券

取引所及び名古屋証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。
4. 監査役佐伯典久氏は、長きにわたり金融機関に在籍し、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有するものであります。
5. 監査役竹内俊行氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有するものであります。
6. 平成25年６月25日開催の第50回定時株主総会終結の時をもって、常勤監査役平林彰氏は辞

任により、監査役川島皓一氏は任期満了により退任いたしました。
7. 平成25年６月25日開催の第50回定時株主総会において、森部誠氏及び佐伯典久氏が監査役

にそれぞれ新たに選任され、就任いたしました。
8. 平成26年４月１日で、取締役中日本本部長兼名古屋支店長友利浩樹は取締役に、取締役技

術本部長兼品質管理部長杉山文廣は取締役技術部門管掌にそれぞれ就任いたしました。
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　(2) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額

区分 支給人員 報酬等の額

取締役 　6名 120百万円

（うち社外取締役） （2名） （14百万円）

監査役 　6名 37百万円

（うち社外監査役） （3名） （14百万円）

合 計 12名 157百万円

(注) 1. 取締役に対し、使用人分給与は支給しておりません。
2. 取締役及び監査役に対する報酬等の限度額
　 (1)取締役
　 1)年額 240百万円以内（平成18年６月22日開催の第43回定時株主総会決議）
　 2)年額 50百万円以内 （平成24年６月22日開催の第49回定時株主総会決議）

※2)につきましては、1)とは別枠で取締役（社外取締役は除く）に対するストックオ
プションとして付与する新株予約権に関する限度額です。

　 (2)監査役
　 年額 50百万円以内 （平成24年６月22日開催の第49回定時株主総会決議）
3. 上記には、当事業年度に退任した役員に対する報酬等を含んでおり、当事業年度末の人員

は、取締役 6 名及び監査役 4 名です。
4. 上記報酬等の額には平成26年６月25日開催の第51回定時株主総会において決議予定の役員

賞与16百万円（取締役14百万円、社外取締役2百万円）を含んでおります。
5. 上記取締役に対する報酬額には、ストックオプションとして取締役 4 名に付与した新株予

約権に係る当事業年度の費用計上額17百万円を含んでおります。
6. 上記報酬等の額のほか、平成24年６月22日開催の第49回定時株主総会の決議に基づき、役

員退職慰労金を退任監査役２名に対して５百万円(うち社外監査役１名 ４百万円）を支給
しております。なお、この金額には、過年度の事業報告において開示した役員退職慰労引
当金の繰入額４百万円（監査役２名 ４百万円（うち社外監査役１名 ３百万円））を含んで
おります。

7. 上記報酬等の額のほか、平成24年６月22日開催の第49回定時株主総会の決議に基づき、役
員退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給として、退職慰労金を各取締役及び監査役の退任
時に支払う予定であります。その総額は、取締役４名に対して40百万円（うち社外取締役
１名 ４百万円）、監査役２名に対して４百万円（うち社外監査役１名 ０百万円）となる予
定であります。なお、この金額には、過年度の事業報告において開示した役員退職慰労引
当金の繰入額の総額40百万円（取締役４名 36百万円（うち社外取締役１名 ２百万円）、監
査役２名 ４百万円（うち社外監査役１名 ０百万円））を含んでおります。
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　(3) 社外役員に関する事項

　 ア．重要な兼職先と当社との関係

　取締役景山龍夫氏は、誠栄監査法人の代表社員であります。なお、誠栄監

査法人と当社の間には特別な関係はありません。

　取締役森田尚男氏は、朝涼法律事務所代表であります。なお、朝涼法律事

務所と当社の間には特別な関係はありません。

　 イ．主要取引先等特定関係事業者との関係

　特記事項はありません。

　 ウ．当事業年度における主な活動状況

　 取締役会等への出席状況及び発言状況

区 分 氏 名 出席状況及び発言状況

取締役 景山龍夫
当事業年度の取締役会17回全てに出席し、議案審議等に
て、公認会計士としての経験及び見識を基に重要な発言を
行っております。

取締役 森田尚男
当事業年度の取締役会17回全てに出席し、議案審議等に
て、弁護士としての経験及び見識を基に重要な発言を行っ
ております。

監査役 佐伯典久

監査役就任後開催の取締役会14回中13回に出席し、議案審
議等にて疑問点を明らかにするために質問し、意見を述べ
ております。また、監査役就任後開催の監査役会11回全て
に出席し、監査結果についての意見交換、監査に関する重
要事項の協議等を行っております。

監査役 竹内俊行

当事業年度の取締役会17回中16回に出席し、議案審議等に
て疑問点を明らかにするために質問し、意見を述べており
ます。また、監査役会14回中13回に出席し、監査結果につ
いての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行って
おります。

　 エ．責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、取締役及び監査役のいずれも５

百万円または法令に規定される最低責任限度額のいずれか高い額としており

ます。

　 オ．当社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額

　 該当事項はありません。
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5. 会計監査人の状況

　(1) 会計監査人の名称

　有限責任 あずさ監査法人

　(2) 当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 公認会計士法第２条第１項の業務（監査業務）の対価として支払うべき金額

の合計額

22百万円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記
の金額にはこれらの合計額を記載しております。

② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

22百万円

　(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

　(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務執行に支障がある場合他、同監査人の解任また

は不再任の必要があると判断した場合は、監査役会の同意、または監査役会の請

求に基づき、同監査人の解任または不再任を株主総会の議案とすることとしてお

ります。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認

められる場合、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任することとし、監

査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会にて解任の旨及び

その理由を報告することとしております。

　(5) 責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人との間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締

結しておりません。
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6. 会社の体制及び方針

　(1) 業務の適正を確保する体制

当社が、業務の適正を確保するための体制について取締役会で決議した内容の

概要は以下の通りであります。

　 ① 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

　取締役及び従業員の行動指針として、経営理念、企業行動規範、コンプラ

イアンス管理規程を定める。

当社にとって有効かつ効率的な内部統制システムの構築とその運用、推進

を図るため、内部統制部門を設ける。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

法令・社内規程に基づき、取締役の職務の執行に係る以下の文書 (電磁的

記録を含む)の保存、管理を行う。

　 1)株主総会議事録及び関連資料

　 2)取締役会議事録及び関連資料

　 3)その他重要会議議事録及び関連資料

　 4)稟議書及び関連資料

　 5)その他取締役の職務に関する重要な書類

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理規程を設け、組織、責任者、リスクの識別、発生の可能性、会

社への影響度の測定等、リスク管理の体制と基準を定める。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

経営管理の意思決定と執行を明確に区分し、取締役会は経営に係わる意思

決定を行い、執行役員は業務執行を行うことにより、取締役の職務執行の効

率化を図る。

取締役会の意思決定の妥当性を高めるため、社外取締役の導入を図る。

⑤ 株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正

を確保するための体制

当社の内部統制システムは、原則として子会社の全てに適用するものとす

る。

　子会社の内部統制に関する監査は、当社の内部監査部門が行う。
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⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する体制及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項

必要に応じ監査役の職務を補助するための独立性を持った監査役補助者を

置くことができるものとする。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に

関する体制

監査役に対する報告体制(報告ルート)と報告すべき事項は、漏れなく遅滞

なく報告される体制を構築する。

　 監査役へ報告する事項は、内部監査状況、リスク管理に関する重要な事項

等とする。

　 監査役は、必要に応じ取締役、従業員に対し、重要事項等に関する報告を

求めることができるものとする。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

代表取締役は、監査役が当社及び子会社の取締役会他重要会議に出席し、

各社の稟議書その他の重要書類の閲覧を実効的に行うことができる体制を確

保する。

代表取締役は、監査役及び会計監査人との定期的な情報交換の場を設ける。

監査役は、会計監査人及び内部監査室との情報交換の場を設けることがで

きる。

(2) 株式会社の支配に関する基本方針

特記すべき事項はありません。

7. その他企業集団の現況に関する重要な事項

　 特記すべき事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表

(平成26年３月31日現在)
(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 16,137 流 動 負 債 10,932

現 金 及 び 預 金 4,906 支払手形・工事未払金等 5,259

受取手形・完成工事未収入金等 10,033 短 期 借 入 金 482

電 子 記 録 債 権 74 1年内返済予定の長期借入金 457

未 成 工 事 支 出 金 367 未 払 金 2,189

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 30 未 払 費 用 1,303

繰 延 税 金 資 産 366 未 払 法 人 税 等 598

そ の 他 372 未 成 工 事 受 入 金 64

貸 倒 引 当 金 △14 役 員 賞 与 引 当 金 26

受 注 損 失 引 当 金 42

そ の 他 509

固 定 資 産 10,787 固 定 負 債 3,118

有 形 固 定 資 産 8,233 長 期 借 入 金 1,264

建 物 3,392 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 346

機 械 及 び 装 置 447 執行役員退職慰労引当金 7

土 地 4,159 退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,406

建 設 仮 勘 定 1 資 産 除 去 債 務 12

そ の 他 232 そ の 他 81

負 債 合 計 14,051

無 形 固 定 資 産 125 純 資 産 の 部
ソ フ ト ウ エ ア 68 株 主 資 本 11,085

そ の 他 57 資 本 金 1,139

資 本 剰 余 金 1,173

利 益 剰 余 金 9,433

投 資 そ の 他 の 資 産 2,429 自 己 株 式 △660

投 資 有 価 証 券 1,991 その他の包括利益累計額 385

繰 延 税 金 資 産 274 その他有価証券評価差額金 656

そ の 他 201 為 替 換 算 調 整 勘 定 40

貸 倒 引 当 金 △37 退職給付に係る調整累計額 △311

新 株 予 約 権 53

少 数 株 主 持 分 1,348

純 資 産 合 計 12,873

資 産 合 計 26,925 負債及び純資産合計 26,925

(注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 39,868

売 上 原 価 33,509

売 上 総 利 益 6,359

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,490

営 業 利 益 1,869

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3

受 取 配 当 金 33

保 険 配 当 金 4

受 取 保 険 金 4

受 取 地 代 家 賃 11

そ の 他 31 88

営 業 外 費 用

支 払 利 息 16

減 価 償 却 費 4

資 金 調 達 費 用 4

そ の 他 5 30

経 常 利 益 1,926

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 76

負 の の れ ん 発 生 益 125

受 取 和 解 金 43

資 産 除 去 債 務 戻 入 益 21

債 務 免 除 益 9

新 株 予 約 権 戻 入 益 2 279

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 67

固 定 資 産 除 却 損 3 70

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,135

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 880

法 人 税 等 調 整 額 △0 880

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 1,254

少 数 株 主 利 益 154

当 期 純 利 益 1,100

(注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：百万円)

残高及び変動事由
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成25年４月１日残高 1,139 1,173 8,609 △660 10,262

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △275 △275

当 期 純 利 益 1,100 1,100

従業員奨励及び福利基金 (注)1 △1 △1

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 823 △0 823

平成26年３月31日残高 1,139 1,173 9,433 △660 11,085

残高及び変動事由

その他の包括利益累計額

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

平成25年４月１日残高 383 4 － 388

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

従業員奨励及び福利基金 (注)1

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

272 36 △311 △2

連結会計年度中の変動額合計 272 36 △311 △2

平成26年３月31日残高 656 40 △311 385
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　 (単位：百万円)

残高及び変動事由
新株
予約権

少数株主
持分

純資産合計

平成25年４月１日残高 24 1,431 12,106

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △275

当 期 純 利 益 1,100

従業員奨励及び福利基金 (注)1 △1

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

28 △82 △55

連結会計年度中の変動額合計 28 △82 767

平成26年３月31日残高 53 1,348 12,873

(注) 1. 従業員奨励及び福利基金は、中華人民共和国所在の子会社が当該国の法令に基づいて設定し
たものであります。

2. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

継続企業の前提に関する注記

　継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる事象または状況は発生しておりません。

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　1.連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 12社

全ての子会社を連結の範囲に含めております。

〈連結子会社の名称〉

日本空調システム株式会社

株式会社日本空調三重

株式会社日本空調岐阜

株式会社日本空調北陸

株式会社日本空調東北

株式会社日本空調東海

西日本空調管理株式会社

東日本空調管理株式会社

日空ビジネスサービス株式会社

イーテック・ジャパン株式会社

蘇州日空山陽機電技術有限公司

上海日空山陽国際貿易有限公司

　2.持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

　3.連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、蘇州日空山陽機電技術有限公司及び上海日空山陽国際貿易有限公司の決算日

は12月31日であります。

　連結計算書類の作成にあたっては、連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しております。

なお、連結決算日との間に生じた重要な取引はありません。

　4.会計処理基準に関する事項

　 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ①その他有価証券

時 価 の あ る も の … 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時 価 の な い も の … 移動平均法による原価法

　 ②たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

未 成 工 事 支 出 金 … 個別法

原材料及び貯蔵品 … 最終仕入原価法
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　 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ①有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は定額法を採用しております。

　ただし、当社及び国内連結子会社は、平成10年４月１日以降取得の建物 (建物附属設備、構

築物を除く）、一部の機械及び装置については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物 ３年～50年

　 機械及び装置 17年

　 ②無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、ソフトウエア（自社利用分）について、社内における見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。

　 ③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３

月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

　 ④長期前払費用

　均等償却を採用しております。

　 (3)重要な引当金の計上基準

　 ①貸倒引当金

　売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等、特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

　 ②役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備えるため、当連結会計年度における支給見込額を計上しており

ます。

　 ③受注損失引当金

　受注案件の損失に備えるため、受注済案件のうち当連結会計年度末において、損失の発生す

る可能性が高いと見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることが可能なものについては、

翌連結会計年度以降に発生が見込まれる損失額を引当計上しております。

　 ④役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額の全額を計上しておりま

す。

　 ⑤執行役員退職慰労引当金

　執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額の全額を計上してお

ります。

　 (4)重要な収益及び費用の計上基準

　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの工事契約の進捗部分について成果の確実性が認められる工事につい

ては工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成

基準を適用しております。
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　 (5)その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 ①退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給

付債務の見込額に基づき計上しております。

　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしてお

ります。

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の

部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

　 ②消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更

　 退職給付に関する会計基準等の適用

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会

計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25

号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し

（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを

除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方

法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に計上し

ております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに

従っており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の

退職給付に係る調整累計額に加減しております。

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が1,406百万円計上されており

ます。また、その他の包括利益累計額が311百万円減少しております。

表示方法の変更に関する注記

　 連結貸借対照表

前連結会計年度まで有形固定資産の「その他」に含めて表示しておりました「機械及び装

置」は、重要性が増したため当連結会計年度より区分掲記しております。なお、前連結会計年

度における「機械及び装置」は10百万円であります。
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連結貸借対照表に関する注記

　1.担保に供している資産及び担保を付している債務

(1) 担保に供している資産 建物 645百万円

土地 465百万円

計 1,110百万円

(2) 担保を付している債務 短期借入金 8百万円

1年内返済予定の長期借入金 250百万円

長期借入金 532百万円

計 791百万円

2.有形固定資産の減価償却累計額 3,539百万円

　3.貸出コミットメント契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関４行と貸出コミットメント契約を締結

しております。

　この契約に基づく当連結会計年度末の借入金未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 3,000百万円

借入実行残高 300百万円

差引額 2,700百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

1.当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 9,946,000株

2.当連結会計年度末日における自己株式の種類及び総数

普通株式 1,326,227株

3.配当に関する事項

(1)当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配 当 額

（円）
基準日 効力発生日

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 137 16.00 平成25年３月31日 平成25年６月26日

平成25年10月31日
取締役会

普通株式 137 16.00 平成25年９月30日 平成25年11月26日

(2)当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議
株 式 の
種 類

配 当 の
原 資

配当金の
総 額
(百万円)

１ 株
当 た り
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 181 21.00 平成26年３月31日 平成26年６月26日

4.当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的とな

る株式の種類及び数

普通株式 100,100株
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金融商品に関する注記

　1.金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入に

より資金を調達しております。

受取手形・完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減

を図っております。また投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時

価の把握を行っております。

　2.金融商品の時価等に関する事項

平成26年３月31日(当期の連結決算日)における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。

(単位:百万円)

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

資産

(1)現金及び預金 4,906 4,906 －

(2)受取手形・完成工事未収入金等 10,033 10,033 －

(3)投資有価証券

　その他有価証券 1,961 1,961 －

負債

(4)支払手形・工事未払金等 5,259 5,259 －

(5)未払金 2,189 2,189 －

(注1)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形・完成工事未収入金等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。
(3)投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
(4)支払手形・工事未払金等、並びに(5)未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

(注2)非上場株式に関する事項
非上場株式(連結貸借対照表計上額30百万円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ･フロ
ーを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資
有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

賃貸等不動産に関する注記

注記すべき重要な賃貸等不動産はありません。
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１株当たり情報に関する注記

1.１株当たり純資産額 665円42銭

2.１株当たり当期純利益 63円84銭

当社は、平成26年４月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。当該株式分割に

ついては、当連結会計年度の期首に株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当

たり当期純利益を算定しております。

重要な後発事象に関する注記

　株式分割

当社は、平成26年２月14日開催の取締役会決議に基づき、当社株式により投資しやすい環境を整

え、流動性の向上と、投資家層の更なる拡大を図るため、次の株式分割を行っております。

１．株式分割の割合及び時期：平成26年４月１日付をもって平成26年３月31日の株主名簿に記録さ

れた株主の所有株式数を１株につき２株の割合をもって分割する。

　 ２．分割により増加する株式数 普通株式9,946,000株

　 ３．１株当たり情報に及ぼす影響は、１株当たり情報に関する注記に反映されております。

その他の注記

　該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表

(平成26年３月31日現在)
(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 10,146 流 動 負 債 7,971
現 金 及 び 預 金 2,309 支 払 手 形 181
受 取 手 形 186 買 掛 金 1,632
電 子 記 録 債 権 74 工 事 未 払 金 993
売 掛 金 4,859 短 期 借 入 金 300
完 成 工 事 未 収 入 金 1,982 関 係 会 社 短 期 借 入 金 690
未 成 工 事 支 出 金 166 1年内返済予定の長期借入金 319
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 7 未 払 金 2,175
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 19 未 払 費 用 832
未 収 入 金 177 未 払 法 人 税 等 429
繰 延 税 金 資 産 249 未 払 消 費 税 等 157
そ の 他 116 前 受 金 75
貸 倒 引 当 金 △0 未 成 工 事 受 入 金 39

預 り 金 127
役 員 賞 与 引 当 金 16

固 定 資 産 8,903
有 形 固 定 資 産 5,948
建 物 2,708 固 定 負 債 1,486
車 両 運 搬 具 1 長 期 借 入 金 618
工具、器具及び備品 150 退 職 給 付 引 当 金 731
土 地 3,086 繰 延 税 金 負 債 55
建 設 仮 勘 定 1 そ の 他 80

負 債 合 計 9,457
純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 107 株 主 資 本 8,904
ソ フ ト ウ エ ア 63 資 本 金 1,139
そ の 他 44 資 本 剰 余 金 1,136

資 本 準 備 金 362
そ の 他 資 本 剰 余 金 773

投 資 そ の 他 の 資 産 2,846 利 益 剰 余 金 7,389
投 資 有 価 証 券 1,800 利 益 準 備 金 122
関 係 会 社 株 式 901 そ の 他 利 益 剰 余 金 7,266
出 資 金 0 研 究 開 発 積 立 金 200
関 係 会 社 出 資 金 36 固定資産圧縮積立金 89
従業員に対する長期貸付金 19 特 別 償 却 準 備 金 1
長 期 前 払 費 用 9 別 途 積 立 金 5,258
長 期 未 収 入 金 25 繰 越 利 益 剰 余 金 1,716
敷 金 及 び 保 証 金 73 自 己 株 式 △760
そ の 他 6 評 価 ・ 換 算 差 額 等 634
貸 倒 引 当 金 △27 その他有価証券評価差額金 634

新 株 予 約 権 53
純 資 産 合 計 9,592

資 産 合 計 19,050 負債及び純資産合計 19,050

(注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高

サ ー ビ ス 売 上 高 20,004

完 成 工 事 高 6,738 26,743

売 上 原 価

サ ー ビ ス 売 上 原 価 16,459

完 成 工 事 原 価 6,084 22,544

売 上 総 利 益 4,198

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,065

営 業 利 益 1,133

営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

受 取 配 当 金 111

仕 入 割 引 1

受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ ー 26

保 険 配 当 金 2

受 取 保 険 金 4

受 取 手 数 料 16

そ の 他 11 174

営 業 外 費 用

支 払 利 息 15

減 価 償 却 費 0

資 金 調 達 費 用 4

そ の 他 0 20

経 常 利 益 1,287

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 76

受 取 和 解 金 43

資 産 除 去 債 務 戻 入 益 21

債 務 免 除 益 9

新 株 予 約 権 戻 入 益 2 152

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 67

固 定 資 産 除 却 損 3 70

税 引 前 当 期 純 利 益 1,370

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 617

法 人 税 等 調 整 額 △34 582

当 期 純 利 益 787

(注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：百万円)

残高及び変動事由

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金

資本
準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

平成25年４月１日残高 1,139 362 773 1,136

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の積立

特別償却準備金の取崩

別途積立金の積立

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － －

平成26年３月31日残高 1,139 362 773 1,136

残高及び変動事由

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己
株式

株主
資本
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計

研究
開発
積立金

固定
資産
圧縮
積立金

特別

償却

準備金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

その他
利益
剰余金
合計

平成25年４月１日残高 122 200 59 2 4,958 1,533 6,754 6,877 △760 8,392

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の積立 29 △29 － － －

特別償却準備金の取崩 △0 0 － － －

別途積立金の積立 300 △300 － － －

剰 余 金 の 配 当 △275 △275 △275 △275

当 期 純 利 益 787 787 787 787

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － 29 △0 300 182 511 511 △0 511

平成26年３月31日残高 122 200 89 1 5,258 1,716 7,266 7,389 △760 8,904
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(単位：百万円)

残高及び変動事由

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新株予約権 純 資 産 合 計その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等合計

平成25年４月１日残高 373 373 24 8,790

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の積立 －

特別償却準備金の取崩 －

別途積立金の積立 －

剰 余 金 の 配 当 △275

当 期 純 利 益 787

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額(純額) 261 261 28 290

事業年度中の変動額合計 261 261 28 802

平成26年３月31日残高 634 634 53 9,592

(注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

継続企業の前提に関する注記

　継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる事象または状況は発生しておりません。

重要な会計方針に係る事項に関する注記

　1.資産の評価基準及び評価方法

　 (1)有価証券の評価基準及び評価方法

①関係会社株式 …移動平均法による原価法

②その他有価証券

　時価のあるもの … 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの … 移動平均法による原価法

　 (2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

　未成工事支出金 …個別法

　原材料及び貯蔵品 …最終仕入原価法

　2.固定資産の減価償却の方法

　 (1)有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降取得の建物（建物附属設備、構築物を除く）については、定

額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３年～50年

車両運搬具 ４年～６年

工具、器具及び備品 ２年～20年

　 (2)無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、ソフトウエア（自社利用分）について、社内における見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。

　 (3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31

日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。

　 (4)長期前払費用

　均等償却を採用しております。
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　3.引当金の計上基準

　 (1)貸倒引当金

　売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等、特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

　 (2)役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しております。

　 (3)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。

　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）

による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

　4.収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの工事契約の進捗部分について成果の確実性が認められる工事については

工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準

を適用しております。

　5.その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

貸借対照表に関する注記

　1.担保に供している資産及び担保を付している債務

(1) 担保に供している資産 建物 330百万円

土地 242百万円

計 572百万円

(2) 担保を付している債務 １年内返済予定の長期借入金 159百万円

長期借入金 278百万円

計 438百万円

2.有形固定資産の減価償却累計額 2,253百万円

　3.関係会社に対する金銭債権・債務（区分掲記しているものを除く）

短期金銭債権 48百万円

短期金銭債務 232百万円
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　4.貸出コミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関４行と貸出コミットメント契約を締結

しております。

この契約に基づく当事業年度末の借入金未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 3,000百万円

借入実行残高 300百万円

差引額 2,700百万円

損益計算書に関する注記

関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

売上高 24百万円

仕入高 1,754百万円

その他の営業取引高 9百万円

営業取引以外の取引高 133百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 1,326,227株

税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 258百万円

未払賞与 205百万円

長期未払金 28百万円

株式報酬費用 18百万円

未払事業税 31百万円

減損損失累計額 19百万円

一括償却資産 4百万円

その他 45百万円

繰延税金資産小計 612百万円

評価性引当額 △22百万円

繰延税金資産合計 589百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △346百万円

固定資産圧縮積立金 △48百万円

特別償却準備金 △1百万円

繰延税金負債合計 △396百万円

繰延税金資産（負債）の純額 193百万円

(注）当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産―繰延税金資産 249百万円

固定負債―繰延税金負債 △55百万円
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リースにより使用する固定資産に関する注記

　記載すべき重要な事項はありません。

関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等 (単位：百万円）

属 性
会 社 等

の 名 称

議決権等

の所有(被

所有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社

日本空調

システム

株式会社

所有

直接

51.1％

資金の借入

役員の兼任

資金の借入 100
関係会社

短期借入金
400

利息の支払 3 未払費用 0

(取引条件及び取引条件の決定方針等)

資金の借入については、市場金利等を勘案して合理的に決定しております。

１株当たり情報に関する注記

1.１株当たり純資産額 553円33銭

2.１株当たり当期純利益 45円70銭

当社は、平成26年４月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。当該株式分割に

ついては、当事業年度の期首に株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり

当期純利益を算定しております。

重要な後発事象に関する注記

　株式分割

当社は、平成26年２月14日開催の取締役会決議に基づき、当社株式により投資しやすい環境を整

え、流動性の向上と、投資家層の更なる拡大を図るため、次の株式分割を行っております。

１．株式分割の割合及び時期：平成26年４月１日付をもって平成26年３月31日の株主名簿に記録さ

れた株主の所有株式数を１株につき２株の割合をもって分割する。

　 ２．分割により増加する株式数 普通株式9,946,000株

　 ３．１株当たり情報に及ぼす影響は、１株当たり情報に関する注記に反映されております。

連結配当規制適用会社に関する注記

　当社は連結配当規制を適用しておりません。

その他の注記

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成26年５月12日

日本空調サービス株式会社
　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 賢 次 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 湯 本 秀 之 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本空調サービス株式会社の平成25年４
月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、日本空調サービス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成26年５月12日

日本空調サービス株式会社
　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 賢 次 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 湯 本 秀 之 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本空調サービス株式会社の平成
25年４月１日から平成26年３月31日までの第51期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成25年４月1日から平成26年３月31日までの第51期事業年度の
取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の
上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状
況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職
務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、
情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会
議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載され
ている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行
規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及
び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締
役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役
及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及び
その附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類

（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

― 36 ―



2. 監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す
る重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役
の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認
めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認
めます。

なお、事業報告に記載のとおり、平成26年４月に子会社である日本空調シ
ステム株式会社が名古屋市より指名停止措置を受けております。監査役会と
しては、当社グループの問題として原因究明及び再発防止策の策定に取組ん
でいることを確認しておりますが、企業倫理や法令順守の一層の徹底が、社
内及びグループ各社に浸透していること並びに再発防止策の進捗状況を今後
とも監視していくこととします。

　 平成26年５月13日
日本空調サービス株式会社 監査役会

常勤監査役

荒 川 達 夫 ㊞

常勤監査役

森 部 誠 ㊞

常勤監査役（社外監査役）

佐 伯 典 久 ㊞

監 査 役（社外監査役)

竹 内 俊 行 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

　議案及び参考事項

　 第１号議案 剰余金処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 期末配当に関する事項

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題の一つと認識し、経

営基盤の強化に向けた内部留保の充実を勘案しつつ利益配分を決定するため、

連結配当性向30％を目途に安定した配当を継続していくことを基本方針として

おります。

　この方針に基づき、当期末の配当金につきましては、創業50周年記念配当５

円を加え１株につき21円とさせていただきたいと存じます。これにより、中間

配当金16円を含めた年間配当金は、１株につき37円となります。

① 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき金21円、総額181,015,233円

② 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成26年６月26日

(2) 剰余金の処分に関する事項

剰余金の処分につきましては、経営の健全な発展を期し、今後の経営環境を

勘案して財務体質の強化並びに将来の事業展開に向けた投資等の有効活用を図

るため、以下のとおりといたしたいと存じます。

① 増加する剰余金の項目及びその額

　 別途積立金 300,000,000円

② 減少する剰余金の項目及びその額

　 繰越利益剰余金 300,000,000円
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　 第２号議案 定款一部変更の件

　１．提案の理由

　 現行第１条（商号）の英文社名につきまして、昨今の当社グループ海外

　 展開を踏まえ、現在の当社の業務内容をより幅広くご理解いただくことを

　 目的として変更するものであります。

　２．変更の内容

　 変更内容は次のとおりであります。

　 （下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

（商号）
第１条 当会社は日本空調サービス株式

会社と称する。

2. 当会社の英文社名は、NIPPON
KUCHO SERVICE CO.,LTD.と称す
る。

（商号）
第１条 （現行どおり）

2. 当会社の英文社名は、Nippon
Air conditioning Services
Co., Ltd.と称する。
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　 第３号議案 取締役６名選任の件

　取締役６名全員は、本総会終結の時をもって任期が満了となります。つきま

しては、取締役６名の選任をお願いするものであります。

　取締役の候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

候補者の有する
当社の株式数

１
橋　本　
はし もと

東 海 男
と み お

(昭和29年２月５日生)

昭和47年４月 当社入社
22,400株

平成11年２月 蘇州日空山陽機電技術有限公司総経理

平成14年４月 当社執行役員

平成16年８月 当社執行役員海外事業部長補佐

平成17年４月 当社執行役員経営企画室長

平成18年４月 当社執行役員経営企画室長兼海外事業部
長

平成18年６月 当社取締役執行役員経営企画室長兼海外
事業部長

平成18年８月 蘇州日空山陽機電技術有限公司董事長

平成19年１月 同社董事長兼総経理

平成20年４月 同社董事長（現任）

平成21年４月 当社取締役常務執行役員経営企画室長兼
海外事業部長

平成23年４月 当社取締役常務執行役員経営戦略本部長
兼海外事業部長

平成23年10月 当社取締役常務執行役員管理本部長兼海
外事業部長

平成24年４月 当社代表取締役社長（現任）

２ 杉 山
すぎ やま

文
ふみ

廣
ひろ

(昭和25年９月10日生)

昭和49年８月 当社入社
34,900株

昭和50年10月 日本空調管理株式会社（現 日本空調シ
ステム株式会社）転籍

昭和58年９月 当社復籍

平成２年９月 当社ＴＥＣＳ事業部環境管理部長

平成11年６月 当社取締役営業本部ＦＭ推進部長

平成13年４月 当社取締役執行役員開発本部ＦＭ推進部
長

平成13年６月 当社執行役員開発本部ＦＭ推進部長

平成14年４月 当社執行役員総務部長

平成18年４月 当社執行役員研究・技術本部長

平成21年４月 当社執行役員品質管理部長

平成23年４月 当社専任執行役員管理・教育本部品質管
理部長

平成23年６月 当社取締役管理・教育本部品質管理部長

平成23年10月 当社取締役技術本部長兼品質管理部長

平成24年４月 当社取締役執行役員技術本部長兼品質管
理部長

平成26年４月 当社取締役執行役員技術部門管掌（現
任）
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

候補者の有する
当社の株式数

※３ 草 野
くさ の

幸 士
こう じ

(昭和33年３月20日生)

平成５年４月 当社入社
600株

平成10年４月 当社名古屋支店総務チームリーダー

平成13年４月 当社中部支社総務チームリーダー

平成15年４月 当社総務部サブリーダー

平成20年４月 当社内部統制推進室リーダー

平成21年４月 当社総務部リーダー

平成23年４月 当社管理・教育本部総務部長

平成23年10月 当社管理本部総務部長

平成24年４月 当社総務部長

平成26年４月 当社執行役員総務部長（現任）

※４ 田　中　洋　二
た なか よう じ

(昭和31年８月14日生）

平成16年６月 当社入社
5,000株

平成19年４月 当社経理部長

平成22年１月 蘇州日空山陽機電技術有限公司董事（現
任）

平成23年４月 当社管理・教育本部経理部長

平成23年５月 株式会社日本空調東北取締役（現任）

平成23年10月 当社管理本部経理部長

平成24年４月 当社経理部長

平成25年５月 日本空調システム株式会社取締役（現
任）

平成25年６月 株式会社日本空調東海取締役（現任）

株式会社日本空調北陸取締役（現任）

株式会社日本空調岐阜取締役（現任）

平成26年４月 当社執行役員経理部長（現任）

５ 景　山　龍　夫
かげ やま たつ お

(昭和27年３月10日生)

昭和57年８月 公認会計士登録
6,800株

平成11年４月 誠栄監査法人設立代表社員（現任）

平成12年６月 当社監査役

平成14年６月 当社取締役（現任）

６ 森 田 尚 男
もり た ひさ お

(昭和31年６月21日生)

平成２年４月 弁護士登録
600株

簱法律事務所入所

平成20年８月 朝涼法律事務所代表（現任）

平成24年６月 当社取締役（現任）
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(注) 1. ※は新任の取締役候補者であります。
2. 各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
3. 「候補者の有する当社の株式数」については、平成26年３月31日の所有株式数を記載しており
ます。

4. 景山龍夫氏及び森田尚男氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は、両氏を東京証券
取引所及び名古屋証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

5. 社外取締役候補者に関する事項は以下のとおりであります。
(1) 社外取締役候補者とした理由

① 景山龍夫氏を社外取締役候補者とする理由としましては、公認会計士としての専門的知
識・経験等を当社に活かしていただきたく選任をお願いするものであります。なお、同氏
は、社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会社経営に関与したことはあり
ませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断いたし
ました。

② 森田尚男氏を社外取締役候補者とする理由としましては、弁護士としての専門的知識・
経験等を当社に活かしていただきたく選任をお願いするものであります。なお、同氏は、
会社経営に直接関与したことはありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職
務を適切に遂行できると判断いたしました。

(2) 社外取締役候補者が当社の社外取締役に就任してからの年数
① 景山龍夫氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって、12年であります。
② 森田尚男氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって、２年であります。

(3) 社外取締役との責任限定契約について
当社は、景山龍夫氏及び森田尚男氏との間で、定款に基づき会社法第423条第１項に規定

する賠償責任について責任限定契約を締結しております。その限度額は５百万円または法
令に定める最低責任限度額のいずれか高い額であります。本議案において、両氏の選任が
承認可決された場合は同様の契約を締結する予定であります。

　 第４号議案 役員賞与の支給の件

　当期末時点の取締役６名（うち社外取締役２名）に対し、当期の業績等を勘

案して役員賞与総額1,600万円（取締役分1,400万円、社外取締役分200万円）を

支給することといたしたいと存じます。

以 上
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御園座
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株主総会会場ご案内図

ヒルトン名古屋は地下鉄東山線・鶴舞線

伏見駅７番出口から西へ徒歩約３分

　

　

＜ヒルトン名古屋の連絡先等＞

http://hiltonnagoya.com/

〒460-0008 名古屋市中区栄１丁目３番３号

TEL：052(212)1111 FAX：052(212)1225


